
A.研究目的

慢性透析療法は，患者数の増加のみならず患者の

高齢化，基礎疾患の変化，それ等に伴う合併症の増

加や介護度の増大などを交えて近年大きな変貌が求

められている．本療法は医療法上外来に分類され，

施設や設備等に関して特段の制限が課せられていな

い現状にある．

しかし，各透析施設（室）が患者特有の変化に呼

応して，それぞれの施設内の治療関連機器・安全対

策と体制・透析スタッフの配置・療養環境・アメニ

ティ等々に対して十分に配慮することが急務と考え

られる．

本研究の目的は，先の研究を踏まえ，透析施設

（室）の現状を種々の側面から把握・分析し，特に

安全性（感染並びに事故）を考慮しつつ，安全かつ

良質の透析医療を提供するための実現可能な透析施
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院内感染および事故防止を考えた透析室施設基準の作成に関する研究
―「透析施設（室）の医療自己評価票（Ⅱ）」を用いた透析室の現況と将来への展望―
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研究要旨 慢性透析患者の高齢化，多岐に亘る合併症保有患者や要介護患者の増加などを主体に，透析

医療の安全性と医学的な質とが改めて問われている．

従って，透析施設に求められる諸条件を自ら再考する必要がある．

平成14年度の厚生科学研究1）では，安全管理部門の分析で大規模施設ではおおむね満足できる結果

を得たが，小規模施設では対策が必ずしも十分ではなかった．本年度は，透析施設（室）の運用に関わ

る「医療機関自己評価票」を改めて作成し，アンケート調査を北海道・愛知県・新潟県・大阪府・福岡

県の5地域で行った．結果は，各施設が経験を有する透析スタッフの確保困難を初めとして多くの問題

を抱えていることが判明した．

なお，一定の条件下で日本透析医会が，先ずは適正な透析施設基準を提示することと，これをもとに

将来的には適正施設を認定するという方向性に回答した施設の60％が賛成した．施設認定には，最も

基本的要項となる透析専門医の資格取得を筆頭に多くの懸案事項が存在するため，今後なお詳細を詰め

る必要がある．



設基準（minimalrequirements）を自ら提示する

ことにある．

B. 研究方法

さきの全国アンケート調査1）により，透析施設

（室）の抱える諸問題の一端が明らかにされた．今

回は透析施設の現況と抱える諸問題をより明確に浮

き彫りにするために，調査対象の透析施設を北海道・

愛知県・新潟県・大阪府・福岡県に絞ってアンケー

ト調査票（資料1）を配布した．

C. 研究結果

1.アンケート調査回答施設の概要

今回のアンケートは日本透析医会および日本透析

医学会会員である北海道・愛知県・新潟県・大阪府・

福岡県の6地域755透析施設（室）に郵送され，

391施設から回答を得た． 回答率は 51.8％

（391/755）であった．

391施設の地域別内訳は，北海道 93施設（23.8

％）・愛知県 66施設（16.9％）・新潟県 28施設

（7.2％）・大阪府 115施設（29.5％）・福岡県 88施

設（22.6％）である．設立母体別では医療法人およ

び個人立の施設が260施設（66.5％）を占め，形態

別では病院が214施設（54.7％），診療所が171施

設（44.4％），診療所のうち，無床診療所が104施

設（60.8％）であった．日本透析医学会調査2）では

全国の透析施設のうち民間医療機関の占める割合は

約75％とされているので，今回の回答はいわゆる

公的病院比率がやや高かったことになる．

（財）日本医療機能評価機構による認定証の受領

状況に関しては， 回答 96病院のうち 68病院

（70.8％）が受領していた．1施設当たりの透析ベ

ッド数は，10床以下：45施設（11.6％），11�20床:

109施設（28.0％），21�30床：105施設（27.0％），

31�40床：51施設（13.1％），41�50床：40施設

（10.3％），51床以上：39施設（10.0％）であった．

2．調査結果と小考察

資料1に示したとおり，アンケート内容は透析医

療機関の機能を広く知るために多岐にわたっている

が，ここではいくつかの項目に限定して報告する．

1） 透析スタッフ数などに関する調査項目

（1） 常勤医師（表 1）：回答387施設のうち，6

施設（1.6％）に常勤医がおらず兼務医により透析

医療が行われている．常勤医1名で加療する血液透

析（HD）患者数には大差が認められた．HD患者

数の増加に伴って，常勤医を援助する非常勤医の数
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表1 透析スタッフ数・常勤医師数（透析患者数別）

血液透析患者 なし 1 2�3 4�5 6�7 8�9 10� 合計 記載
なし 総計 平均 標準

偏差

1～10

（％）

11～50

（％）

51～100

（％）

101～200

（％）

201以上

（％）

2

（11.8）

1

（0.8）

3

（2.1）

8

（47.1）

66

（52.0）

73

（50.3）

23

（26.7）

1

（8.3）

6

（35.3）

46

（36.2）

54

（37.2）

49

（57.0）

5

（41.7）

8

（6.3）

12

（8.3）

10

（11.6）

2

（16.7）

1

（5.9）

3

（2.4）

2

（1.4）

3

（3.5）

2

（16.7）

1

（1.2）

3

（2.4）

1

（0.7）

2

（16.7）

17

（100.0）

127

（100.0）

145

（100.0）

86

（100.0）

12

（100.0）

1

1

17

127

146

87

12

1.59

2.06

1.92

2.43

5.17

1.37

1.81

1.49

1.49

4.28

合 計

（％）

6

（1.6）

171

（44.2）

160

（41.3）

32

（8.3）

11

（2.8）

1

（0.3）

6

（1.6）

387

（100.0）

2 389 2.17 1.82

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1 2 1.00

総 計

（％）

6

（1.5）

172

（44.3）

160

（41.2）

32

（8.2）

11

（2.8）

1

（0.3）

6

（1.5）

388

（100.0）

3 391 2.16 1.82

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．



は明らかに増加している（表 2）．なお，常勤医1

名体制はHD患者数の増加で減少している．回答

364施設のうちで，日本透析医学会認定「透析専門

医」が配置されている施設は232施設（63.7％）で

あり，透析ベッド数が増えると透析専門医の配置率

は高くなっている（表3）．

（2） 透析室専任看護師長：回答389施設のうち，

274施設（70.4％）がこれを置いており，配置率は

HD患者数の増加に伴って高くなっていた．専任看

護師長の透析経験年数は10年以上の者が59.9％を
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表2 透析スタッフ数・非常勤医師数（透析患者数別）

血液透析患者 なし 1 2�3 4�5 6�7 8�9 10� 合計 記載
なし 総計 平均 標準

偏差

1～10

（％）

11～50

（％）

51～100

（％）

101～200

（％）

201以上

（％）

10

（58.8）

67

（53.6）

45

（31.9）

21

（25.3）

2

（16.7）

21

（16.8）

28

（19.9）

12

（14.5）

1

（8.3）

5

（29.4）

24

（19.2）

34

（24.1）

19

（22.9）

1

（8.3）

2

（11.8）

11

（8.8）

22

（15.6）

14

（16.9）

2

（16.7）

2

（1.6）

6

（4.3）

10

（12.0）

2

（16.7）

2

（1.4）

4

（4.8）

2

（16.7）

4

（2.8）

3

（3.6）

2

（16.7）

17

（100.0）

125

（100.0）

141

（100.0）

83

（100.0）

12

（100.0）

2

5

4

17

127

146

87

12

1.18

1.09

2.18

3.18

5.83

1.63

1.56

2.44

3.30

5.04

合 計

（％）

145

（38.4）

62

（16.4）

83

（22.0）

51

（13.5）

20

（5.3）

8

（2.1）

9

（2.4）

378

（100.0）

11 389 2.11 2.70

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1 2 1.00

総 計

（％）

145

（38.3）

63

（16.6）

83

（21.9）

51

（13.5）

20

（5.3）

8

（2.1）

9

（2.4）

379

（100.0）

12 391 2.11 2.70

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．

表3 透析スタッフ数・透析医学会専門医数（透析ベッド数別（常勤医師））

透析ベッド数 なし 1 2�3 4�5 6�7 8�9 10� 合計 記載
なし 総計 平均 標準

偏差

1～5

（％）

6～10

（％）

11～20

（％）

21～30

（％）

31～40

（％）

41～50

（％）

51以上

（％）

5

（62.5）

15

（45.5）

49

（47.6）

44

（43.1）

10

（22.7）

5

（13.5）

4

（10.8）

3

（37.5）

11

（33.3）

36

（35.0）

45

（44.1）

22

（50.0）

21

（56.8）

20

（54.1）

6

（18.2）

18

（17.5）

12

（11.8）

11

（25.0）

11

（29.7）

11

（29.7）

1

（1.0）

1

（2.3）

2

（5.4）

1

（3.0）

8

（100.0）

33

（100.0）

103

（100.0）

102

（100.0）

44

（100.0）

37

（100.0）

37

（100.0）

4

6

3

7

3

2

8

37

109

105

51

40

39

0.38

0.94

0.76

0.74

1.23

1.16

1.46

0.52

1.48

0.88

0.80

1.08

0.65

1.07

合 計

（％）

132

（36.3）

158

（43.4）

69

（19.0）

4

（1.1）

1

（0.3）

364

（100.0）

25 389 0.93 0.98

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1 2 1.00

総 計

（％）

132

（36.2）

159

（43.6）

69

（18.9）

4

（1.1）

1

（0.3）

365

（100.0）

26 391 0.93 0.98

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．



占めていた．透析経験1年未満の者が5.9％に存在

し比較的大きな病院に集中していたが，これは看護

師の勤務交代制度に起因するものと推定された．常

勤看護師数は表 4に見るように，HD患者が増加す

るに伴って増えている．しかし，患者数51�100名

規模の施設では相当な差異が認められ，これは人的

省力化の問題だけではなく，患者の重症度に影響さ

れている面が存在すると推定される．

（3） 透析室専任臨床工学技士：回答389施設の

うち，219施設（56.3％）にこれが配置されている

が，170施設（43.7％）ではこれを欠いていた．専

任臨床工学技士長の透析経験年数は10年以上の者

が 79.3％ であった．常勤臨床工学技士の配置は

HD患者数の増加に伴って配置率も実数も増えてお

り（表 5），今では，透析室における役割が大きく

なっていると推測される．
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表4 透析スタッフ数・常勤看護師数（透析患者数別）

血液透析
患者 なし 1 2�3 4�5 6�8 9�12 12�15 16� 合計 記載

なし 総計 平均 標準
偏差

1～10

（％）

11～50

（％）

51～100

（％）

101～200

（％）

201以上

（％）

3

（17.6）

5

（3.9）

1

（0.7）

1

（1.1）

1

（5.9）

2

（1.6）

11

（64.7）

38

（29.9）

3

（2.1）

36

（28.3）

17

（12.1）

1

（1.1）

2

（11.8）

33

（26.0）

37

（26.2）

3

（3.4）

11

（8.7）

42

（29.8）

8

（9.2）

2

（1.6）

28

（19.9）

22

（25.3）

13

（9.2）

52

（59.8）

12

（100.0）

17

（100.0）

127

（100.0）

141

（100.0）

87

（100.0）

12

（100.0）

5

17

127

146

87

12

2.35

4.82

9.72

17.44

36.75

1.73

2.66

3.97

6.24

14.08

合 計

（％）

10

（2.6）

3

（0.8）

52

（13.5）

54

（14.1）

75

（19.5）

61

（15.9）

52

（13.5）

77

（20.1）

384

（100.0）

5 389 10.36 8.31

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1 2 20.00

総 計

（％）

10

（2.6）

3

（0.8）

52

（13.5）

54

（14.0）

75

（19.5）

61

（15.8）

52

（13.5）

78

（20.3）

385

（100.0）

6 391 10.39 8.31

表5 透析スタッフ数・常勤臨床工学技士（透析患者数別）

血液透析
患者 なし 1 2�3 4�5 6�8 9�12 12�15 16� 合計 記載

なし 総計 平均 標準
偏差

1～10

（％）

11～50

（％）

51～100

（％）

101～200

（％）

201以上

（％）

5

（31.3）

17

（13.7）

13

（9.0）

2

（2.3）

6

（37.5）

38

（30.6）

27

（18.6）

8

（9.2）

5

（31.3）

52

（41.9）

73

（50.3）

25

（28.7）

2

（16.7）

10

（8.1）

24

（16.6）

34

（39.1）

2

（16.7）

3

（2.4）

4

（2.8）

9

（10.3）

2

（16.7）

3

（2.4）

3

（2.1）

8

（9.2）

5

（41.7）

1

（0.8）

1

（0.7）

1

（8.3）

1

（1.1）

16

（100.0）

124

（100.0）

145

（100.0）

87

（100.0）

12

（100.0）

1

3

1

17

127

146

87

12

1.06

2.07

2.66

4.31

7.17

0.93

2.02

2.06

2.78

3.27

合 計

（％）

37

（9.6）

79

（20.6）

157

（40.9）

70

（18.2）

18

（4.7）

19

（4.9）

3

（0.8）

1

（0.3）

384

（100.0）

5 389 2.92 2.52

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1 2

総 計

（％）

38

（9.9）

79

（20.5）

157

（40.8）

70

（18.2）

18

（4.7）

19

（4.9）

3

（0.8）

1

（0.3）

385

（100.0）

6 391 2.91 2.53

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．



（4） HD施行に欠かせない職種：当然ながら医

師・看護師・臨床工学技士が挙げられ，薬剤師・栄

養士・MSWが続いていた．存在が望ましい職種と

してはMSWを挙げる施設が多く，殊に多くのHD

患者を治療する施設で希望度が高かった．患者の抱

える問題が医療上のそれのみに限らず，社会的な広

がりを持つからであろう．

2） 独り立ちに必要な資格

それぞれの職種がそれぞれの立場で独り立ちして

業務を遂行していくためにどのような資格要件を必

要とするかに関しては，表6のような回答を得た．

いずれの職種も，透析臨床経験を最重要視している

のがうかがわれた．当然の帰着であろう．医師では

5年以上の透析経験に「透析専門医」資格を加味す

る回答が過半数を占めていたが，10年以上の経験

を求める回答が16.7％に認められた．看護師・臨

床工学技士でも，5年以上の経験を求める回答が過

半数であった．何らかの学会認定資格を看護師に求

める回答は9.7％と少なかったが，これは透析専門

看護師の認定が関連学会により現在進行中であり，

どのような形式になるかを各施設で十分に把握でき

ていないことによると推定される．

3） 透析勤務医師に対する他施設医師による

支援状況

透析医は慢性透析患者を祝祭日なく加療する必要

があり，しかもこの患者群の合併症罹病率は高いた

め，時間外診療を求められる可能性も多い．患者数

に関わらず，複数の医師によって透析施設（室）が

運用されることが望ましい所以である．複数の医師

とは，同一病院殊に同一診療科に属する者同志であ

ることが望ましい．これが適わない場合には，他施

設の医師に依存せざるを得ない．

表7に示したように，他施設からの医師の支援を

全く受けていない施設が47.8％に存在したが，支

援を受けない比率は透析ベッド数即ちHD患者数

の増加で著減する．支援を受けている施設では，治

療時間の 20％ 未満が 46施設（12.9％），20�40％

未満が69施設（19.4％）であるが，60％以上�80％

未満と言わば過半数の治療時間を他施設の医師に依

存している施設も10施設と僅か（2.8％）ではある

が存在していた．

4） 透析担当医師の透析室滞在時間

全ての医療は原則的に医師が患者を診察した後に

開始されるべきであり，HD治療もその例外ではあ

りえない．医師―患者の接触時間（doctorbedside

time3），Physician-patientcontact4））が，治療成

績に直結するとの報告もなされている．表8は透析

担当医師が透析室に滞在する時間を示している（呼

び出し後，数分で透析室へ到着できる場合には，そ

の時間を「居る」ものとした）．

滞在時間が2時間未満の施設は12.5％に止まり，

4時間以上の施設は73.9％であった．HDの1治療

時間が多くの場合4時間であることから，過半数の

施設で呼び出しに対して相応できる体制にあること

が分かる．

5） インシデントおよびアクシデントについて

（1） それぞれのレポート提出状況（表 9）：施設

内に一定のルールが存在して軌道に乗っていると回
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表6 独り立ちに必要な資格

職 種 透析臨床経験 研修会修了 学会認定

医 師

看 護 師

臨床工学技士

62.8％

69.7％

69.0％

0.8％*

20.6％*

11.0％*

36.4％**

9.7％***

20.0％***

＊ 日本腎臓財団の「透析療法従事職員講習会」

＊＊ 日本透析医学会認定の「透析専門医」

＊＊＊ 透析療法合同専門委員会認定の「臨床工学技士」または予定される

「日本透析療法指導看護師」



答した施設が73.5％と過半数を越えていた．患者

数の多い施設ほど，軌道に乗っているとの回答率は

高かった．昨今の医療安全対策に対する認識の高さ

を感じ取れるが，ルールがあっても未だ軌道に乗り

切れていない約20％の施設やルールそのものを検

討中の施設では一層の努力を期待したい．

（2） レポートによる業務改善の効果（表 10）:

レポート提出が業務改善に有用またはある程度有用

と回答した施設は，92.1％と高率であった．これ

は患者数の大小にあまり関係がない集計結果であっ
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表7 他施設の医師の支援状況（透析ベッド数別）

透析ベッド数 0％ 20％
未満

40％
未満

60％
未満

80％
未満

100％
未満 100％ 合計 記載

なし 総計 平均 標準
偏差

1～5

（％）

6～10

（％）

11～20

（％）

21～30

（％）

31～40

（％）

41～50

（％）

51以上

（％）

6

（85.7）

20

（57.1）

74

（74.7）

31

（32.3）

15

（31.3）

12

（32.4）

12

（35.3）

4

（11.4）

10

（10.1）

20

（20.8）

6

（12.5）

1

（2.7）

5

（14.7）

3

（8.6）

9

（9.1）

28

（29.2）

13

（27.1）

10

（27.0）

6

（17.6）

3

（8.6）

5

（5.1）

10

（10.4）

9

（18.8）

9

（24.3）

6

（17.6）

1

（14.3）

2

（2.1）

3

（6.3）

3

（8.1）

1

（2.9）

2

（5.9）

5

（14.3）

1

（1.0）

5

（5.2）

2

（4.2）

2

（5.4）

2

（5.9）

7

（100.0）

35

（100.0）

99

（100.0）

96

（100.0）

48

（100.0）

37

（100.0）

34

（100.0）

1

2

10

9

3

3

5

8

37

109

105

51

40

39

9.51

22.21

7.22

22.61

26.63

30.02

28.43

25.17

35.23

16.16

25.13

26.90

28.10

32.03

合 計

（％）

170

（47.8）

46

（12.9）

69

（19.4）

42

（11.8）

10

（2.8）

2

（0.6）

17

（4.8）

356

（100.0）

33 389 19.90 26.74

記載なし

（％）

1

（50.0）

1

（50.0）

2

（100.0）

2 50.0 70.71

総 計

（％）

171

（47.8）

46

（12.8）

69

（19.3）

42

（11.7）

10

（2.8）

2

（0.6）

18

（5.0）

358

（100.0）

33 391 20.07 27.02

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．

表8 透析担当医師の透析室滞在時間

1時間未満 2時間未満 3時間未満 4時間未満 4時間以上

回答施設数

％

20

5.3

27

7.2

26

6.9

25

6.7

277

73.9

表9 インシデント，アクシデント・レポートの提出状況

ルールがあり軌道に
乗っている

ルールはあるが軌道
に乗っていない

施設内ルールを
検討中 その他

回答施設数

％

283

73.5

78

20.3

18

4.7

6

1.6

表10 レポートによる業務改善の効果

有 用 ある程度有用 あまり有用でない

回答施設数

％

136

35.8

214

56.3

30

7.9



た．

（3） アクシデント発生後の具体的な対策（表11）:

過去 1年間アクシデントなしと回答した施設は

16.9％に止まった．83.1％（319施設）で何らかの

アクシデントが発生したことになる．アクシデント

発生後多くの施設で対策が講じられているが，有効

策が得られていないと回答する施設も6.3％に存在

した．アクシデントの種類にも関連するものと推測

される．

（4） インシデント，アクシデントがスタッフに

より定期的に検討されているか否かに関しては表

12にみるように，定期的な検討がなされている施

設が47.4％に止まり，今後の課題として残されて

いる．

6） 日常透析業務施行上に必要な透析スタッフ数

この点は透析医療を円滑かつ安全に継続していく

うえで，全ての施設の最大の関心事の一つであろう．

当然，患者の重症度・介護度並びに経済効率などが

加味されて考慮されることになる．今回のアンケー

トでは，慢性血液透析患者50名をケアする透析単

科の施設（昼間：月～土および夜間：月水金の9シ

フト）を仮定して，回答を得た．

（1） 透析担当常勤医師およびこれを支援する非

常勤医師の数（表13，14）：この規模と治療シフト

の施設に対しては，医師必要最低数を1名とする回

答が 60.2％ と最多であった．2名の回答が 29.8％

であり，1�2名で合計90.0％となった．

常勤医を支援する非常勤医の数は，「なし」との

回答が17.6％にあったが，1�2名を必要とすると

の回答が62.3％であった．常勤医1名のみの勤務

体制には，透析治療の特殊性から無理があるものと

考えられる．

なお，非常勤医師の確保については（表 15），

「確保が容易である」は22.3％に止まって，「かな

り困難・困難・不可能」が77.7％に及んでいた．

（2） 看護師の最低必要数（表16）：この規模の

透析単科施設に対しては，6名以下：20.9％，7�8
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表11 アクシデント発生後の具体的な対策

過去1年なし 対策が立てられた 有効策が得られて
いない

回答施設数

％

65

16.9

295

76.8

24

6.3

表12 インシデント，アクシデントのスタッフによる定期的な検討状況

定期的実施 非定期的実施 あまり実施されず 実施されず

回答施設数

％

181

47.4

159

41.6

33

8.6

9

2.4

表13 最低必要な常勤医の数（慢性透析患者50名，9単位の施設）

医師最低人数 1名 2名 3名 4名 5名以上

回答施設数

％

222

60.2

110

29.8

27

7.3

5

1.4

5

1.4

表14 常勤医を補佐（支援）する最低必要常勤医の数

医師最低人数 0名 1名 2名 3名 4名 5名以上

回答施設数

％

58

17.6

124

37.7

81

24.6

38

11.6

11

3.3

17

5.2



名：26.7％，9�10名：27.5％と回答された．夜間

透析施行の施設であり，勤務交代を勘案する必要が

あろう．

（3） 臨床工学技士の最低必要数（表17）：2名を

必要とすると回答した施設が43.9％と最も多かっ

た．

7） 医師・看護師・技士の退職と確保状況

退職状況は表18�1，2，3に示した．これらの表

以外の資料からみると，医師および技士に関しては

私的医療機関では退職率は低い．看護師では公的医

療機関での退職率が低い結果であった．

透析スタッフの確保に関しては，回答298施設中，

困難・かなり困難と回答した施設が合計176施設

（59.0％）に及んだ．各職種で透析経験を有するス

タッフの確保を困難だとした施設が，殆どであった．
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表15 非常勤医師の確保

容易 かなり困難 困難 不可能

回答施設数

％

79

22.3

163

45.9

112

31.5

1

0.3

表16 最低必要な看護師の数

看護師最低数 6名以下 7�8名 9�10名 11�12名 13名以上

回答施設数

％

76

20.9

97

26.7

100

27.5

31

8.5

59

16.3

表17 最低必要な臨床工学技士の数

臨床工学技士最低数 0名 1名 2名 3名 4名 5名以上

回答施設数

％

7

1.9

50

13.8

159

43.9

94

26.0

27

7.5

25

6.9

表18�1 年間の平均退職者数（医師）

退職者数 なし 1名 2名 3名 4名 5名以上

施設数

％

238

64.9

99

27.0

22

6.0

5

1.4

1

0.3

2

0.5

表18�2 年間の平均退職者数（看護師）

退職者数 2名以下 3�4 5�6 7�8 9�10 11名以上

施設数

％

240

64.7

83

22.4

35

9.4

2

0.5

10

2.7

1

0.3

表18�3 年間の平均退職者数（技士）

退職者数 なし 1名 2名 3名

施設数

％

226

63.5

109

30.6

16

4.5

5

1.4



8） 日本透析医会による施設基準の提示と認定透

析施設（仮称）に対する意見

医療機関に対する第三者評価の必要性が叫ばれて

いる．その一つである（財）日本医療機能評価機構

によるサーベイと認定は，漸増しつつある．医療の

質的向上を目指す試みは他者に認知・評価される形

で行われる必要があるが，その前提としてまた自ら

襟を正す意味からも自己評価をまず目論む必要があ
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表19�1 日本透析医会・認定透析施設の可否（所在地別）

所在地 可 否 どちらとも
いえない 合 計 記載なし 総 計

北海道

（％）

愛知県

（％）

新潟県

（％）

大阪府

（％）

福岡県

（％）

56

（64.4）

31

（55.4）

15

（57.7）

67

（62.6）

49

（60.5）

30

（34.5）

25

（44.6）

11

（42.3）

40

（37.4）

32

（39.5）

1

（1.1）

87

（100.0）

56

（100.0）

26

（100.0）

107

（100.0）

81

（100.0）

6

10

2

8

7

93

66

28

115

88

合 計

（％）

218

（61.1）

138

（38.7）

1

（0.3）

357

（100.0）

33 390

記載なし

（％）

1

（100.0）

1

（100.0）

1

総 計

（％）

219

（61.2）

138

（38.5）

1

（0.3）

358

（100.0）

33 391

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．

表19�2 日本透析医会・認定透析施設の可否（施設形態別）

施設の形態・規模 可 否 どちらとも
いえない 合 計 記載なし 総 計

病院 大学附属病院

（％）

その他の総合病院

（％）

総合病院以外の病院

（％）

19

（73.1）

61

（72.6）

60

（66.7）

7

（26.9）

22

（26.2）

30

（33.3）

1

（1.2）

26

（100.0）

84

（100.0）

90

（100.0）

3

5

6

29

89

96

診療所 有床

（％）

無床

（％）

35

（59.3）

39

（41.5）

24

（40.7）

55

（58.5）

59

（100.0）

94

（100.0）

8

10

67

104

合 計

（％）

214

（60.6）

138

（39.1）

1

（0.3）

353

（100.0）

32 385

記載なし

（％）

5

（100.0）

5

（100.0）

1 6

総 計

（％）

219

（61.2）

138

（38.5）

1

（0.3）

358

（100.0）

33 391

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．



る．またこのためには，一定の透析施設基準の提示

は必須である．その上でもし日本透析医会が仮に施

設認定を行うとすれば，自己評価と第三者評価の中

間に位置する意味合いを持つものであろう．日本透

析医会が認定を行うことに関しては，回答357施設

中219施設（61.2％）が賛成としている（表 19�1，

2）．38.5％の施設が反対しているが，後述のよう

に一定の条件下であれば，賛成とも読み取れる施設

がある程度存在した．施設認定に対する可否は，地

域差よりも施設形態別に顕著な差異が認められた．

大学付属病院などの病院では約70％が賛成するに

対して，診療所では有床で59.3％，無床で41.5％

と低率であった．この設問に対しては｢可｣とする場

合の具備すべき条件と「否」とする理由を問い，表

20�1，2の結果を得た．

40％弱の施設が施設認定に「否」と回答してい

るが，①透析専門医の確保が難しい（98/138＝71.0

％），②透析専門医の資格が取りにくい（91/138＝

65.9％），③画一的になると地域によっては困る

（89/138＝64.5％），④何をもって「適正」とするか

の線引きが難しい（67/138＝48.6％），⑤個人や施

設の自己努力で十分である（59/138＝42.0％）が上

位5項目の否とする理由である．否の回答者も施設

認定の優先的な基本事項に「透析専門医」の存在を
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表20�1 日本透析医会・認定透析施設（室）［仮称］に対する意見

一定の条件を満たした透析施設（室）を『適正透析施設（室）』（仮称）として認定するという行き方

をどう考えるか．

1） 可とする（358施設中219施設＝61.2％）

2） 回答なし（33/391＝8.5％）

3） 否とする（138/358＝38.5％）

A） 可とする場合の付帯条件など（自由記述，複数回答）

1） 透析専門医の常勤（139施設）

2） 透析スタッフ（D，N，T）数が施設の特性に応じた員数を確保する（198件）

3） 現在の経済状況に即した設備の最低条件クリア（178件）

4） 透析スタッフ（D，N，T）に経験年数・研修などの一定条件を課する（136件）

5） 透析スタッフの教育，再教育制度の完備（126件）

6） 一定の期間後に再認定を行う必要がある（112件）

7） 患者特性に合わせた個別治療が可能であること（52件）

8） 認定基準に患者満足度を加味すべき（74件）

9） 検査データの適正な分析が行われるべきこと（96件）

10） 病院機能評価システムが進行してきている現状を考えると，透析施設（室）だけが例外であり

得ない（92件）

11） 第三者評価の前段階として必要である（64件）

12） このような認定制度は透析スタッフのよい意味の緊張感を高める（23件）

13） 透析室に医師が居ること（73件）

14） 賛成だが，地域特性を加味して欲しい（75件）

15） 安全管理の項目が必要（77件）

16） 賛成だが，メリットは何か（13件）

17） 認定により保険点数上の加算があれば，一層よい（23件）

18） 急性期病院・長期入院施設・外来透析施設など施設特性が考慮された認定が望ましい（83件）

19） 書類審査だけでなく，実地調査が必要であろう（62件）

20） このような認定制度で透析医療の質向上が期待できる（46件）

21） 専門医制度に幅を持たせることを条件に賛成（95件）

（泌尿器科医や循環器内科医などはそれだけでよいのではないか）

（JSDTの透析専門医認定は厳しすぎる）

（地方会を重要視すべき）

22） 賛成だが，『適正』の内容を慎重に吟味して欲しい（98件）



置いていると推定され，その故に「その資格が取得

しにくい」「その資格者の確保が難しい」という理

由を挙げたのであろう．

③の理由は，前記①②の延長線上にあるものと考

えられる．「透析専門医の資格取得」が容易に流れ

てはいけないが，例えば日本透析医学会が認定する

認定施設以外での透析経験が適正に算定され得るな

どの救済手段の検討が一つの大きな宿題になるのか

もしれない．否とする理由の④は概念と方向論の問

題であり，⑤は考え方をさらに進めれば「可」とす

る方向へ向かうものであろう．

可否いずれにも色々な意見があり今後も十分な論

議が必要であるが，将来の第三者評価へ向けての準

備段階として，日本透析医会の施設認定への策定は

一定の評価を受けつつあると言えよう．

9） 透析施設（室）の運営（表21）

良質の透析医療を維持し向上させていくためには，

施設の運営にも配慮しなければならない．この課題

も多岐に亘るため，ここでは経営支援に関する事項

に限って要約する．施設内に経営の専門家が居る施

設は9.6％，定期的または時々専門家に相談してい

る施設が20.0％であった．これらの合計29.6％以

外の施設約70％は経営専門家がそれぞれの施設の

経営に直接タッチしていない現状である．経営専門

家の配置には経営母体別の差異が明確ではなかった

が，HD患者数が201名を越える大規模施設では施

設内に専門家が居る比率は16.7％と他に較べて高

率であった．
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表20�2 日本透析医会・認定透析施設（室）［仮称］に対する意見

B）『否』とする理由（自由記述，複数回答）［否＝138施設］（138/358＝38.5％）

1） 何を以て『適正』とするかの線引きが困難（67件）

2） 画一的になると地域によっては困る（89件）

3） 個人や施設の自己努力で十分である（59件）

4） このような認定制度は形式に堕する（24件）

5） 析専門医を必要条件とするのは分かるが，実際上透析専門医の確保が難しい（98件）

6） 患者の集中化が生じる（12件）

7） 人的評価が難しい（29件）

8） 専門医が臨床能力があるとは言い難い（14件）

9） 透析施設が不足しているのに困るのは患者（19件）

10） 大学中心主義となる（12件）

11） 専門医の資格が取りにくい（91件）

12） 患者が判断し選択すればよい（16件）

13） 医師の資格の細分化は，結局医師の利益を損なう（12件）

14） そもそも専門医制度に問題・疑問がある（28件）

15） PD主体の施設は許可されにくいのではないか（5件）

16） 排他的，差別化である（9件）

17） 個人的資格と施設認定とが混同される懸念がある（12件）

18） 条件を満たさない施設は『不適正施設』となるのか（9件）

19） 後継者不足で困っているのに，それに悪影響を及ぼす（19件）

20） 国が認めているのに，このような認定制度は必要ない（7件）

21） 透析専門医制度で十分である（11件）

22） 透析施設を「透析医学会」「透析医会」に加入させることが先決（39件）

23） このような制度が始まると施設の運営が難しくなる（11件）

24） 自己評価に意味はない，第三者評価なら賛成する（8件）

25） 透析医会にその権限はない（3件）

26）『適正透析施設』云々は行政がチェックすべきであろう．他の医療分野にはない（11件）

27） 透析療法の応用範囲が広がり，専門医の捕らえ方が困難（8件）

28） 厚生労働省の医療費削減に加担するだけであろう（48件）



10） 透析施設（室）の運営上，最近特に腐心し

ている事項

透析患者の高齢化，合併症を持つ患者の増加さら

に保険医療制度の変化等々，透析施設の運営が往時

に較べて格段と厳しくなったと実感されている．表

22は施設形態別にみた最近特に腐心している事項

に対する要約である．腐心事項は多くの項目に分散

しているが，①合併症を持つ患者の増加，②透析ス

タッフ確保の困難性，③保険制度関連事項などが比

較的高率に訴えられている．

回答者が感じている現時点での諸問題を自由に記

述してもらった結果が，表23である．表22・23に

は重複もあるが，これらから各施設が医学上・人材

確保・経済上など多岐に亘る問題を抱えていること

が判明した．

D. 考 察

日本透析医学会認定の「透析専門医」が常勤する

透析施設（室）は64％で，臨床工学技士を配する

透析施設は56％であった．医師が透析医療を独立

して安全かつ良質に施行する場合の資格条件として，

「透析専門医」の資格に加えて「透析の臨床経験5年

以上」を掲げる回答が今回のアンケートで大多数を

占めていた．

慢性透析療法を継続していくうえで必要な職種と

して医師・看護師・臨床工学技士が挙げられていた

のは当然であるが，患者が抱える種々の社会的な問

題の相談役としてのMSW（medicalsocialworker）

の必要性を述べる回答が多くみられた．

他施設から支援医師を非常勤で得ている施設は

42％に達していたが，これらの施設のうち78％が
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表21 透析施設の経営的支援

施設職員に
専門家

専門家に定期的
に相談

専門家に時々
相談

専門家がいなく
自施設で処理

同左
専門家助言必要 合 計

施設数

％

36

9.6

44

11.7

31

8.3

201

53.6

63

16.8

375

100.0

表22 運営上の腐心事項（施設形態別）

施設の形態・規模
スタッ
フ確保
が困難

保険制
度の変
化で経
済的困
難

計器の
更新や
新設が
困難

後続医
師が不
在

合併症
患者の
増加

受入先
が確保
困難

休暇が
とれな
い

保険点
数に納
得でき
ない

治療指
針が少
ない

その他 合計 記載
なし 総計

病院

大学附属病院

（％）

その他の総合病院

（％）

総合病院以外の病院

（％）

17

（19.8）

56

（16.8）

67

（18.8）

7

（8.1）

33

（9.9）

41

（11.5）

6

（7.0）

30

（9.0）

26

（7.3）

4

（4.7）

14

（4.2）

20

（5.6）

20

（23.3）

75

（22.5）

73

（20.5）

3

（3.5）

10

（3.0）

13

（3.7）

6

（7.0）

33

（9.9）

31

（8.7）

14

（16.3）

40

（12.0）

47

（13.2）

5

（5.8）

24

（7.2）

28

（7.9）

4

（4.7）

19

（5.7）

10

（2.8）

86

（100.0）

334

（100.0）

356

（100.0）

86

334

356

診療所 有 床

（％）

無 床

（％）

32

（12.6）

45

（12.7）

38

（15.0）

61

（17.2）

29

（11.5）

23

（6.5）

7

（2.8）

13

（3.7）

51

（20.2）

74

（20.9）

15

（5.9）

18

（5.1）

20

（7.9）

30

（8.5）

41

（16.2）

57

（16.1）

9

（3.6）

15

（4.2）

11

（4.3）

18

（5.1）

253

（100.0）

354

（100.0）

253

354

合 計

（％）

217

（15.7）

180

（13.0）

114

（8.2）

58

（4.2）

293

（21.2）

59

（4.3）

120

（8.7）

199

（14.4）

81

（5.9）

62

（4.5）

1,383

（100.0）

1,383

記載なし

（％）

4

（17.4）

2

（8.7）

2

（8.7）

5

（21.7）

1

（4.3）

4

（17.4）

2

（8.7）

2

（8.7）

1

（4.3）

23

（100.0）

23

総 計

（％）

221

（15.7）

182

（12.9）

114

（8.1）

60

（4.3）

298

（21.2）

60

（4.3）

124

（8.8）

201

（14.3）

83

（5.9）

63

（4.5）

1,406

（100.0）

1,406

数値下のかっこ内は行方向の合計に対する％です．

384施設回答 （C）日本透析医会
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表23 透析施設［室］の運営上，最近特に腐心している事項の自由記述

（391回答施設のうち，77施設（19.7％）が記載している．表22と重複するものもあるが，以下に大ざっぱに分類して示す．）

保険・経済

1） 医療の質向上を目指すが，経済的な締め付けで設備・機器の整備が追いつかない．

2）『透析の質』が保険点数に反映されていない［長時間透析，頻回の患者指導など］（5件）

3） 必要薬剤・必要検査などが，画一的に査定される．

4） 保険点数の減少で収入も減少した．施設としての長期計画が立てにくい．

5） 経済的な理由からスタッフを十分に充足できない．

6） 国は正当な報酬を出さないで，責任だけを押し付けてくる．

7） PTAの点数が他県に較べて著しく低い．

8） 特定機能病院は入院の血液浄化が包括化されているので，病院に貢献しているという勤務意欲が得られない．

9） 透析施設の経営が経済的に困難になった．薄利多売で馬車馬のように働かざるを得ない（3件）

10） エポ剤が高価すぎて，透析医療費を押し上げている．エポ剤を廉価にすべき．

11） 技術料のダウンはスタッフの給付をダウンせよという意味か．

12） 看護度の高い患者が増えているが，一方で保険点数は下がっており，納得できない．

13） 透析時間制の撤廃は納得しかねる．

14） 保険審査医に透析の現状を理解してもらう必要がある．保険審査医に透析研修の機会を持っていただきたい．

15） HBs抗原陽性，HCV抗体陽性患者に対する特定のスペースの確保や人員の配置が必要であるが，保険点数上

に加味されていない（2件）．

16） 透析施設（室）開設に基準設置が必要である．

患者の特性・家族など

17） 長期入院患者の増加，受け入れ先施設が少ない（10件）

18） 自己管理の出来ない患者が少なくなく，患者管理に限界を感じる．

19） 患者や腎友会のわがままな態度に困惑している（過度の要求を出し，聞き入れないと転院を仄めかす）（4件）

20） 長期入院が難しく在宅や外来透析患者にも限界が出てきて，患者・家族の不安が増大．

21） 高齢患者が増えて，通院経費の施設負担が増えている．

22） 高齢患者・有合併症患者の増加で，スタッフ及び家族の種々の負担が大きくなっている．

スタッフ・勤務状況など

23） 中核病院のため患者の入退院が激しく，しかも重症例が多く，医師はoverworkの状態（3件）

24） 看護師・技師が兼務であるため，両者の連携が円滑でない．

25） 電子カルテの導入でスタッフ特に医師の業務量が増えた．

26） 透析診療科に対して，仕事量に見合った評価や予算が病院からおりない．

27） リスクマネジメントに費やす時間と人材が増えてきている．

このため，通常業務を圧迫して，リスクマネジメントと逆を行っている（2件）

28） ナースの定期的な勤務交代のため，熟練した透析ナースが育たない．

29） 患者の重症度・看護度，患者の数に見合ったナース数を確保できない（6件）

30） どの職種も，特に医師は休みがとれない．

31） スタッフの教育・育成にかかる時間・経費の捻出が難しい（2件）

32） 優秀な人材が得難い．

透析治療など

33） 素人の医師が透析療法に関わり過ぎる．透析専門医が不足している．

34） 患者を診られない専門医もいる．

35） 病診連携の強化・円滑化

センター病院に嫌われると以後いっさい患者紹介がされなくなる．

36） 患者に低所得者が増えて，この方面の相談が多く困惑している．

37） 精神障害を持つ透析患者を治療する施設が必要である．

38） 透析の非導入および透析中止の基準が欲しい．可能なら法的な基準（10件）

39） 治療がマニュアル化して，患者を個々に診られない医師が増えてきている．



その確保に苦労している現状が浮き彫りになった．

インシデント/アクシデント・レポートに関して

は，施設内にルールが存在し軌道に乗ってきている

との回答は74％に及んで関心の高さが窺われた．

残る26％の施設ではその機運を作ることが急務で

あろう．なお，何らかのアクシデントは83％の施

設で発生していたとの回答があったが，これに関す

る詳細は別に報告される．

アクシデント発生後に，有効な対策が94％の施

設で立てられているのは幸いである．血液透析患者

50名（昼間：月－土，夜間：月水金の9シフトの

勤務体制）に対する医師最低必要数に関しては，常

勤医1名と非常勤医1�2名を必要とするとの回答が

多かった．先に述べたごとく，78％の施設が非常

勤医1�2名を必要とするとの回答が多かったが，

78％の施設が非常勤医の確保を困難としている．

同条件下での看護師必要数は，患者の重症度・介

護度などに大きく影響されるためか意見が分かれて

いた．臨床工学技士に関しては，最低2名を必要と

すると回答した施設が44％で最も多かった．

一定の条件下で日本透析医会が施設認定を行うこ

とに関しては，61％の施設がこれを可とした結果

であった．第三者評価に先立って日本透析医会が施

設認定を行うということに関しては，一定の方向性

が示されたと考えられる．各透析施設の特殊性を勘

案しながら，細部の諸条件を詰めていく必要がある．

殊に，多くの回答者が基本的要綱の一つと考えてい

る「透析専門医」の資格取得は勤務する施設の特性

から十分な透析経験を積みながら困難な事例も散見

されている．

この点に関しては，「透析専門医」を認定する日

本透析医学会と施設認定を策定している日本透析医

会との協議が必要であろう．慢性透析患者の特性の

変貌や社会・経済状況の変化に呼応して，各施設は

それぞれの立場で広範囲に亘る諸問題・課題を抱え

ていることが改めて明らかになった．

日本透析医会は施設認定を透析患者に安全・良質

な医療を提供することを主眼に考えており，このた

めの，①透析スタッフの資格要件，配置人員数，②

透析施設の具備すべき最低の治療環境必要条件など

を今回のアンケート調査結果をふまえ，衆議のうえ

提示したい所存である．

E. 結 語

安全・良質な透析医療を担保するためには多くの

解決すべき問題があるが，これらに対する医療施設

側の姿勢・努力が第三者に見える形でまずは厳密に

自己評価されるべきものと考えられる．日本透析医

会が試みようとしている施設基準の提示と施設認定

は，その一つの現れである．

F. 研究発表

日本透析医学会誌および日本透析医会雑誌への投

稿を予定している．
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Ⅰ.「透析施設（室）の医療機関自己評価」に関する調査

（貴施設についてご回答下さい．）

1.所在地：①北海道 ②愛知県 ③新潟県 ④大阪府 ⑤福岡県

2.施設の経営母体

①国立 ②都道府県立 ③市町村立 ④共済組合 ⑤日赤

⑥済生会 ⑦厚生連 ⑧健保連 ⑨国保連 ⑩医療法人

⑪財団法人 ⑫社団法人 ⑬学校法人 ⑭社会福祉法人 ⑮個人

⑯その他

3.施設の形態・規模

（1）�1 病院：①大学付属病院 ②その他の総合病院 ③総合病院以外の病院

（1）�2 許可病床数：①20～99床 ②100～199床 ③200～499床 ④500床以上

（2） 診療所：①有床 ②無床

4.透析ベッド数

①1～5ベッド ②6～10ベッド ③11～20ベッド ④21～30ベッド

⑤31～40ベッド ⑥41～50ベッド ⑦51ベッド以上

5.透析患者数

（1）�1 血液透析患者

①1～10名 ②11～50名 ③51～100名 ④101～200名 ⑤201名以上

（1）�2 その内，入院患者のおおよその割合

①0％ ②1～10％ ③11～30％ ④31～50％ ⑤51％以上

（2） CAPD患者：①有 ②無

6.透析スタッフ数

（1） ①常勤医師数 ②そのうち透析医学会専門医数

（2） 非常勤医師数

（3）�1 透析室専任看護師長：①有 ②無

（3）�2 透析経験年数：①1年未満 ②3年未満 ③10年未満 ④10年以上

（4）�1 常勤看護師数

（4）�2 平均透析経験年数：①1年未満 ②3年未満 ③10年未満 ④10年以上

（5） 非常勤看護師数

（6）�1 透析室専任臨床工学技士長：①有 ②無

（6）�2 透析経験年数：①1年未満 ②3年未満 ③10年未満 ④10年以上

（7）�1 ①常勤臨床工学技士数 ②このうち認定臨床工学技士数

（7）�2 平均透析経験年数：①1年未満 ②3年未満 ③10年未満 ④10年以上

（8） 非常勤臨床工学技士数

7.財団法人日本医療機関評価機構からの認定証 （①あり ②なし）
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Ⅱ.「透析施設（室）の基準策定」について

1.透析スタッフの資格

（1） 慢性血液透析（以下HD）を施行するために欠かせない職種

①医師 ②看護師 ③臨床工学技士 ④薬剤師

⑤栄養士 ⑥MSW ⑦その他

（2） HD施行に存在が望ましい職種

①医師 ②看護師 ③臨床工学技士 ④薬剤師

⑤栄養士 ⑥MSW ⑦その他

（3） それぞれの職種の責任者が独り立ちする場合に必須の資格がありますか．

どうお考えですか．

①医 師（例：日本透析医学会認定の「透析専門医」，透析の臨床経験○年以上など）

②看護師

例：日本腎臓財団の「透析療法従事職員研修会」，透析の臨床経験○年以上，日本透析

療法指導看護師（日本腎不全看護学会・日本透析医学会・日本腎臓学会合同認定な

ど

③臨床工学技士

例：日本腎臓財団の「透析療法従事職員研修会」，透析療法合同専門委員会認定の臨床

工学臨床工学技士，透析の臨床経験○年以上など）

④その他の職種についてのお考えを具体的にご記載ください．

2.医師の支援体制

（1） 昼間（月水金・火木土）および夜間（月水金）の血液透析施設であれば9単位，昼間（月～

土）であれば6単位と算定し，貴施設では総単位中の何単位を他施設の医師から支援を受けて

いますか．

（2） 1単位（クール）の透析施行中の時間帯において，医師が実際に透析室に居る時間は総計し

て平均どの位でしょうか（呼び出し後，数分以内で透析室へ到着できる場合にはその時間を

『居る』ものと致します）．

3.インシデントおよびアクシデントについて

（1） それぞれのレポート提出の状況

①施設内ルールとして軌道に乗っている ② ルールはあるが十分ではない

③施設内ルールを検討中 ④ その他

（2） 各レポートがその後の業務改善に対して

①十分に役立っている ②ある程度役立っている ③あまり役立っていない

（3） アクシデント発生後の具体的な対策

①過去1年間，アクシデントなし

②対策が立てられた

�
�
�
�
�
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③試みたがあまり有効策が得られていない

（4） インシデント・アクシデントが，透析スタッフ全体で定期的に検討

①されている ②されているが非定期的 ③あまりされていない ④されていない

4.日常透析業務施行上の透析スタッフ数

慢性血液透析患者50名をケアする透析単科の施設を仮定した場合において，各職種の最低必要人員

数（昼間：月～土および夜間：月水金の9単位の透析施設）をお答えください．

（1） 医 師：①常勤医数 ②非常勤医数

（2） 看護師

（3） 臨床工学技士

5.貴施設における透析スタッフの研修の実情や資料の収集法をご記入ください．

（1） 研修の実情について，最も実効のあるものは何ですか．

例：毎日の業務連絡会，定期的な勉強会または検討会，学会／研究会／講演会への参加，

他施設との合同勉強会など

（2） 日常業務に必要な資料の収集法で，最も実効のあるものは何ですか．

（例：雑誌，インターネット，学会／研究会，メーカー，製薬会社等）

6.医師・看護師・臨床工学技士の確保（補充）について

（1） 過去数年間を平均して年間に何人のスタッフが退職しましたか．

①医師 ②看護師 ③臨床工学技士

（2） その補充の難易度と問題点は如何でしたか．

7.各職種の比較的長期の休暇の実情は如何ですか

（1） 常勤医師の休暇：①計画的にとれる ②かなり難しい ③難しい

（2） 非常勤医の確保：①容易である ②かなり難しい ③難しい

（3） 非常勤医の依頼：①定期的 ②非定期的

③現在依頼していないが，必要を感じている ④必要がない

（4） 看護師の休暇：①計画的にとれる ②かなり難しい ③難しい

（5） 臨床工学技士の休暇：①計画的にとれる ②かなり難しい ③難しい

8.透析施設（室）としての設備および関連装置などについて

（1） ①ベッド（チェアーベッド）間隔はどの位ですか．

②どのくらい以上の間隔が望ましいとお考えですか．

（スタッフの作業や車椅子使用時などを考慮して）

参考資料：平成13年度厚生科学研究・山口班

0.4～0.6m＝11.8％，0.8m＝28.9％，1m＝40.5％

（2）�1 空調設備（①あり ②なし）

（2）�2 問題点はなんですか

�
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（3） 患者ベッド周辺の利便性（TV，所持品などを置くサイドテーブルなど）についての問題点

（4） 透析支援システムの導入の進行度

（測定した体重が患者監視装置に連動している・体重測定値が自動的に記録されるなど）

（5） 透析液の作成・供給システム，配管の洗浄・消毒に関わる問題点

（技術的・人的・経済的問題など）

（6）�1 透析関連物品の保管室またはスペースは十分な広さが（①ある ②ない）

（6）�2 何日分の透析ができる物品が保管できるスペースが必要だと考えますか．

（6）�3 そのために必要な具体的な広さは，どのくらいだと考えますか．

（7） 水処理装置の種類，その管理法，具体的な水質管理の問題点についてお述べ下さい．

（8） 患者監視装置（透析装置）の管理（透析液濃度やET濃度など）についての問題点．

9.透析施設（室）の運営

（1） 医学的な支援（他の医療機関との提携：例えば入院加療・合併症診断/治療・ブラッドアク

セスの作製/修復などの依頼上の問題点）

①提携先があり，ほぼ随時引き受けてもらえる

②連携先はあるが，しばしば苦労する

③特に連携先はなく，その時々に探して対応する．（�苦労はない �苦労がある）

（2） 患者の確保上の苦労と問題点

①新患を紹介してもらえる医療機関が定まっている

②問合せがあれば，空床状態により引き受けている

③特に定まった紹介先はない

（3） 経営的支援（コンサルテーション）

①施設職員に経営の専門家がいる

②経営の専門家に定期的に相談している

③経営の専門家に時々相談している

④経営の専門家は居ないが，全て自施設で処理している

⑤④の状況であるが，経営専門家の支援が必要だと感じている

10.日本透析医会・認定透析施設（室）[仮称]

日本透析医学会認定の透析専門医の存在を基本的必要条件として，その他の幾つかの条件を満たした

透析施設（室）を「適正透析施設」（仮称）として日本透析医会が認定するという行き方をどう考えられ

ますか．可否とその理由をお聞かせ下さい．

（1） ①可とする ②否とする

（2） 可とする場合，その他の具備すべき条件についてご記載ください．

（3） 否とする理由をご記載ください．

11.透析施設（室）の運営上，最近特に腐心している事項をお書きください．（複数回答可）

①透析スタッフ（医師・看護師・臨床工学技士・その他）の補充または増員が困難である．

②保険制度の変化で経済的に困難になってきた．

③経済的理由から，施設／設備の再整備や新設が難しくなり，計器の更新や新設などが困難にな

った．
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④後継医師が見つからない．

⑤合併症を持つ患者が増加して，ケアの負担が増大している．

⑥重症患者などの受け入れ先が確保困難である．

⑦透析スタッフの休暇がなかなか取れない．

⑧保険点数の改定に納得できないものが多い．

⑨透析療法関連の的確な治療指針（ガイドライン）が少ない．

⑩その他（ご自由に記述して下さい）


